
亀山市告示第５２号 

亀山市地域まちづくり交付金交付要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

令和６年３月２７日 

亀山市長 櫻 井 義 之 

 

亀山市地域まちづくり交付金交付要綱の一部を改正する告示 

 

亀山市地域まちづくり交付金交付要綱（平成２９年亀山市告示第４９号）の一部を次

のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定の下線を付した部分（以下「改正部分」という。）及

び同表の改正後欄に掲げる規定の下線を付した部分（以下「改正後部分」という。）に

ついては、次のとおりとする。 

（１）改正部分及びこれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当該

改正後部分に改める。 

（２）改正部分に対応する改正後部分が存在しないときは、当該改正部分を削る。 

（３）改正後部分に対応する改正部分が存在しないときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

目次 

第１章 総則（第１条―第３条） 

第２章 均等割及び人口割交付金（第

４条―第１２条） 

第３章 地域活性化支援事業交付金（ 

第１３条―第１６条） 

第４章 地域介護予防支援事業交付金

（第１７条―第２１条） 

第５章 基金（第２２条―第２４条） 

第６章 雑則（第２５条―第２７条） 

附則 

［目次を付する。］ 

   第１章 総則    ［章名を付する。］ 



 （趣旨） 

第１条 ［略］ 

 （趣旨） 

第１条 ［略］ 

（交付金の名称及び種類） 

第２条 ［略］ 

 （交付金の名称） 

第２条 ［略］ 

２ 交付金の種類は、次のとおりとする。

（１）均等割及び人口割交付金 協議会

の数及び協議会の区域の人口に応じ

て限度額を算定し全ての協議会に交

付する交付金 

（２）地域活性化支援事業交付金 地域

の活性化を目的とした自主的かつ主

体的な取組に対して交付する交付金 

（３）地域介護予防支援事業交付金 社

会参加活動を通じた介護予防に資す

る地域活動を継続的に行う取組に対

して交付する交付金 

［項を加える。］ 

 

 （交付金の交付対象者） 

第３条 ［略］ 

 （交付金の交付対象者） 

第３条 ［略］ 

第２章 均等割及び人口割交付金    ［章名を付する。］ 

（交付金の交付対象経費） 

第４条 均等割及び人口割交付金の交付

の対象となる経費は、協議会が実施す

る条例第５条に掲げる事業及び協議会

の事務に要する経費のうち市長が必要

と認めるものとする。 

（交付金の交付対象経費） 

第４条 交付金の交付の対象となる経費

は、協議会が実施する条例第５条に掲

げる事業及び協議会の事務に要する経

費のうち市長が必要と認めるものとす

る。 

（交付金の限度額） 

第５条 均等割及び人口割交付金の額は、

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める額を限度とする。 

（交付金の限度額） 

第５条 交付金の額は、別表に定めると

ころにより算出した額の合計額を限度

とする。 



（１）均等割額 当該年度の交付金の均

等割額と人口割額の予算総額（以下

単に「総額」という。）に１００分

の５０を乗じ、規則別表左欄に掲げ

る協議会の数で除して得た額（その

額に１，０００円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てる。） 

（２）人口割額 総額に１００分の５０

を乗じ、当該年度の前年度の１０月

１日現在の市の人口（住民基本台帳

に記録されている者をいう。以下同

じ。）で除し、同日現在の規則第２

条で定める協議会の区域の人口を乗

じて得た額（その額に１，０００円

未満の端数があるときは、これを切

り捨てる。） 

［号を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

［号を加える。］ 

（交付金の交付申請） 

第６条 均等割及び人口割交付金の交付

を受けようとする協議会（以下「申請

者」という。）は、亀山市地域まちづ

くり交付金交付申請書（様式第１号）

に必要な書類を添付して市長に提出し

なければならない。 

（交付金の交付申請） 

第６条 交付金の交付を受けようとする 

協議会（以下「申請者」という。）は、

亀山市地域まちづくり交付金交付申請

書（様式第１号）に必要な書類を添付

して市長に提出しなければならない。 

（交付金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の申請書の提出が

あったときは、その内容を審査し、適

当と認めたときは、均等割及び人口割

交付金の交付を決定し、亀山市地域ま

ちづくり交付金交付決定通知書（様式

（交付金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の申請書の提出が

あったときは、その内容を審査し、適

当と認めたときは、交付金の交付を決

定し、亀山市地域まちづくり交付金交

付決定通知書（様式第２号）により申



第２号）により申請者に通知するもの

とする。 

２ 市長は、前項の規定による均等割及

び人口割交付金の交付の決定に必要な

条件を付すことができる。 

請者に通知するものとする。 

 

２ 市長は、前項の規定による交付金の

交付の決定に必要な条件を付すことが

できる。 

（交付金の交付請求） 

第８条 均等割及び人口割交付金の交付

の決定を受けた協議会（以下「交付決

定者」という。）は、均等割及び人口

割交付金を請求しようとするときは、

亀山市地域まちづくり交付金交付請求

書（様式第３号）を市長に提出しなけ

ればならない。 

（交付金の交付請求） 

第８条 交付金の交付の決定を受けた協

議会（以下「交付決定者」という。） 

は、交付金を請求しようとするときは、

亀山市地域まちづくり交付金交付請求

書（様式第３号）を市長に提出しなけ

ればならない。 

（状況報告） 

第９条 ［略］ 

（状況報告） 

第９条 ［略］ 

（実績の報告） 

第１０条 ［略］ 

（実績の報告） 

第１０条 ［略］ 

（交付金の額の確定） 

第１１条 市長は、前条の報告を受けた

ときは、その内容を審査し、適当と認

めたときは、均等割及び人口割交付金

の額を確定し、亀山市地域まちづくり

交付金交付確定通知書（様式第５号）

により交付決定者に通知するものとす

る。 

（交付金の額の確定） 

第１１条 市長は、前条の報告を受けた

ときは、その内容を審査し、適当と認

めたときは、交付金の額を確定し、亀

山市地域まちづくり交付金交付確定通

知書（様式第５号）により交付決定者

に通知するものとする。 

（交付金の交付決定の取消し） 

第１２条 市長は、交付決定者が次の各

号のいずれかに該当すると認めたとき

は、均等割及び人口割交付金の交付の

（交付金の交付決定の取消し） 

第１２条 市長は、交付決定者が次の各

号のいずれかに該当すると認めたとき

は、交付金の交付の決定の全部又は一



決定の全部又は一部を取り消すことが

できる。 

（１）偽りその他不正な手段により均等

割及び人口割交付金の交付を受けた

とき。 

［（２） 略］ 

（３）均等割及び人口割交付金の交付の

決定の内容及びこれに付した条件に

違反したとき、又は市長の指示に従

わなかったとき。 

（４）その他市長が均等割及び人口割交

付金の交付を不適当と認めたとき。 

部を取り消すことができる。 

 

（１）偽りその他不正な手段により交付

金の交付を受けたとき。 

 

［（２） 略］ 

（３）交付金の交付の決定の内容及びこ

れに付した条件に違反したとき、又

は市長の指示に従わなかったとき。 

 

（４）その他市長が交付金の交付を不適

当と認めたとき。 

第３章 地域活性化支援事業交付

金 

   ［章を加える。］ 

（交付金の交付対象事業） 

第１３条 地域活性化支援事業交付金の

交付の対象となる事業は、協議会が実

施する条例第５条各号に掲げるいずれ

かの事業（１の年度内に実施するもの

に限る。）で、地域の活性化及びコロ

ナ禍からの回復に寄与すると市長が認

めるものとする。 

 

（交付金の交付対象経費） 

第１４条 地域活性化支援事業交付金の

交付の対象となる経費は、前条の交付

対象事業の実施に要する経費のうち市

長が必要と認めるものとする。 

 

（交付金の限度額） 

第１５条 地域活性化支援事業交付金の

 



額は、第１３条の交付対象事業の実施

に要する経費と３０万円を比較してい

ずれか少ない額を限度とする。 

（準用） 

第１６条 第６条から第１２条までの規

定は、地域活性化支援事業交付金の交

付について準用する。この場合におい

て、第６条から第８条まで、第１１条及

び第１２条中「均等割及び人口割交付

金」とあるのは、「地域活性化支援事

業交付金」と読み替えるものとする。 

 

第４章 地域介護予防支援事業交

付金 

   ［章を加える。］ 

（交付金の交付対象事業） 

第１７条 地域介護予防支援事業交付金

の交付の対象となる事業は、亀山市地

域介護予防活動支援事業補助金交付要

綱（令和２年亀山市告示第１３０号）

第４条に規定する事業であって、当該

事業を開始した日の属する年度から起

算して４年度以上継続しているものと

する。 

 

（交付金の交付対象経費） 

第１８条 地域介護予防支援事業交付金

の交付の対象となる経費は、前条の交

付対象事業の実施に要する経費のうち

市長が必要と認めるものとする。 

 

（交付金の限度額） 

第１９条 地域介護予防支援事業交付金

 

 



の額は、第１７条の交付対象事業の運

営に要する経費と１０万円を比較して

いずれか少ない額を限度とする。 

（準用） 

第２０条 第６条から第１２条までの規

定は、地域介護予防支援事業交付金の

交付について準用する。この場合にお

いて、第６条から第８条まで、第１１

条及び第１２条中「均等割及び人口割

交付金」とあるのは、「地域介護予防

支援事業交付金」と読み替えるものと

する。 

 

（交付回数） 

第２１条 地域介護予防支援事業交付金

は、１の協議会につき１の年度におい

て１回に限り交付する。 

 

第５章 基金    ［章名を付する。］ 

（基金の設置等） 

第２２条 協議会は、条例第５条に掲げ

る事業について、後年度において実施

する事業の財源を計画的に確保するた

め、基金を設置し、第３項の規定によ

る承認を受けた日の属する年度からそ

の翌々年度までの間に限り、第２章の

規定により交付する均等割及び人口割

交付金の一部を積み立てることができ

る。 

［２～５ 略］ 

（基金の設置等） 

第１３条 協議会は、後年度において実

施する事業の財源を計画的に確保する

ため、基金を設置し、第３項の規定に

よる承認を受けた日の属する年度から

その翌々年度までの間に限り、交付金

の一部を積み立てることができる。 

 

 

 

［２～５ 略］ 

（基金事業） （基金事業） 



第２３条 ［略］ 第１４条 ［略］ 

（基金の管理） 

第２４条 第２２条第３項の規定による

承認を受けた基金に属する現金は、金

融機関への預金その他最も確実な方法

により保管しなければならない。 

［２ 略］ 

（基金の管理） 

第１５条 第１３条第３項の規定による

承認を受けた基金に属する現金は、金

融機関への預金その他最も確実な方法

により保管しなければならない。 

［２ 略］ 

第６章 雑則    ［章名を付する。］ 

（財産処分の制限） 

第２５条 ［略］ 

（財産処分の制限） 

第１６条 ［略］ 

（見直し） 

第２６条 ［略］ 

（見直し） 

第１７条 ［略］ 

（その他） 

第２７条 ［略］ 

（その他） 

第１８条 ［略］ 

［別表を削る。］ 別表（第５条関係） 

 区分 交付金の限度額の算定 

均等割

額 

当該年度の交付金の予算総

額（以下単に「総額」とい

う。）に１００分の５０を

乗じ、規則別表左欄に掲げ

る協議会の数で除して得た

額（その額に１，０００円

未満の端数があるときは、

これを切り捨てる。） 

人口割

額 

総額に１００分の５０を乗

じ、当該年度の前年度の１０

月１日現在の市の人口（住

民基本台帳に記録されてい

る者をいう。以下同じ。） 



 で除し、同日現在の規則第

２条で定める協議会の区域

の人口を乗じて得た額（そ

の額に１，０００円未満の

端数があるときは、これを

切り捨てる。） 

  
   

備考 表中の［ ］の記載は注記である。 

       「 

                                     」 

「 
 

                               に改める。 
 

                              」 

       「 

                                     」 

「 
 

                               に改める。 
 

                              」 

                                「交付金の種類 

                                 請求金額  

                 

               円」 

       「 

                                     」 

「 
 

                               に改める。 
 

                              」 

       「 

                                     」 

交付申請額                   円 

 

様式第１号中                               を 

交付金の種類  

交付申請額                   円 

 

交付決定額                   円 

 

様式第２号中                               を 

交付金の種類  

交付決定額                   円 

 

様式第３号中「請求金額                 円」を 

に改める。 

交付決定額                   円 

 

様式第４号中                               を 

交付金の種類  

交付決定額                   円 

 

交付確定額                   円 

 

様式第５号中                               を 



「 
 

                               に改める。 
 

                              」 

 様式第６号中「第１３条関係」を「第２２条関係」に、「第１３条第２項」を「第２２

条第２項」に、「交付金を積み立て」を「交付金（均等割及び人口割交付金）を積み立

て」に改める。 

様式第７号中「第１３条関係」を「第２２条関係」に、「第１３条第３項」を「第２２

条第３項」に改める。 

様式第８号及び様式第９号中「第１３条関係」を「第２２条関係」に、「第１３条第４

項」を「第２２条第４項」に改める。 

 様式第１０号中「第１４条関係」を「第２３条関係」に、「第１０条」を「第２３条」

に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

 （亀山市地域活性化支援事業補助金交付要綱の廃止） 

２ 亀山市地域活性化支援事業補助金交付要綱（平成２６年亀山市告示第５１号）は、

廃止する。 

交付金の種類  

交付確定額                   円 

 


